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「厚生労働省関係国家戦略特別区域法施行規則の一部を改正する省令」の施行

について（通達）

厚生労働省関係国家戦略特別区域法施行規則（平成26年厚生労働省令第33号）の一部を

改正する省令（平成27年厚生労働省令第138号）が平成27年９月15日、公布・施行され、

厚生労働省から各都道府県知事等に対し、改正法の内容を示す「厚生労働省関係国家戦略

特別区域法施行規則の一部を改正する省令の施行について(通知）」（平成27年９月15日付

け健発0915第６号）が発出された。

その内容は、別添のとおりであるので、事務処理上遺漏のないようにされたい。

なお、今回の改正は、「国家戦略特別区域法における旅館業法の特例への対応につい

て（通達）」（平成27年７月31日付け警察庁丁国テ発第266号ほか）の２(1)と関連する

ものであるので、当該部分を併せて参照されたい。

（参考資料）

○ 厚生労働省関係国家戦略特別区域法施行規則の一部を改正する省令の施行について

(通知）

○ 厚生労働省関係国家戦略特別区域法施行規則の一部を改正する省令の改め文及び新旧

対照条文



健発０９１５第６号

平成２７年９月１５日

都道府県知事

各 政令市市長 殿

特別区区長

厚生労働省健康局長

（ 公 印 省 略 ）

厚生労働省関係国家戦略特別区域法施行規則の一部を改正する省令の施

行について(通知）

厚生労働省関係国家戦略特別区域法施行規則（平成２６年厚生労働省令第３

３号。以下「施行規則」という。）の一部を改正する省令（平成２７年厚生労

働省令第１３８号）が本日、公布・施行され、国家戦略特別区域法（平成２５

年法律第１０７号）第１３条に規定する国家戦略特別区域外国人滞在施設経営

事業に係る特定認定の申請書の添付書類及び記載事項が追加されたところであ

るが、その内容は下記のとおりであるので、御了知願いたい。

なお、今回の施行規則の改正は、「外国人滞在施設経営事業の円滑な実施を

図るための留意事項について(通知）」（平成２７年７月３１日付け府地創第２

７０号及び健発０７３１第６号内閣府地方創生推進室長及び厚生労働省健康局

長通知）の記１と関連するものであるので、当該部分を併せて参照されたい。

記

１ 特定認定に係る申請書の添付書類の追加

滞在者名簿の備付けに資するため、申請書の添付書類に「滞在者名簿の様

式」を追加すること（施行規則第１１条第５号）。

２ 特定認定に係る申請書の記載事項の追加

滞在者名簿の記載内容の正確性に資するため、申請書の記載事項に「滞在

者が日本国内に住所を有しない外国人であることを確認する方法」を追加す

ること（施行規則第１２条第９号）。
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